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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第83期の１株当たり当期純利益は、株式の無償併合が期首に行われたものとみなして算出しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 （百万円） 100,875 62,183 65,322 84,507 93,647

経常損益 （百万円） △2,108 1,092 1,298 1,567 1,608

当期純利益 （百万円） 1,647 71 949 1,024 1,087

純資産額 （百万円） 1,659 1,837 2,691 3,674 4,644

総資産額 （百万円） 50,785 33,730 35,233 41,062 36,920

１株当たり純資産額 （円） 103.47 114.65 167.94 229.33 289.77

１株当たり当期純利益
金額 

（円） 102.66 4.47 59.26 63.94 67.84

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 3.3 5.45 7.6 8.9 12.6

自己資本利益率 （％） 232.46 4.11 41.9 32.2 26.1

株価収益率 （倍） 1.95 35.51 4.9 6.3 6.6

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

（百万円） △1,093 3,433 878 △292 1,944

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

（百万円） 10,862 5,347 120 △150 690

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

（百万円） △11,251 △9,765 △885 478 △2,500

現金及び現金同等物の
期末残高 

（百万円） 2,893 1,905 2,009 2,035 2,177

従業員数 
［外、平均臨時雇用者
数］ 

（人） 
404 
［157］

310
［97］

280
［75］

295 
［46］

257
［41］



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．平成14年１月30日開催の臨時株主総会により、株式２株を無償併合して株式１株とし、発行済株式総数を16,050千株と

しております。 

３．第83期の１株当たり当期純利益は、株式の無償併合が期首に行われたものとみなして算出しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 （百万円） 93,939 60,010 64,304 83,278 91,549

経常損益 （百万円） △1,016 708 1,183 1,515 1,415

当期純利益 （百万円） 17 87 811 912 1,097

資本金 （百万円） 802 802 802 802 802

発行済株式総数 （千株） 16,050 16,050 16,050 16,050 16,050

純資産額 （百万円） 101 193 1,004 1,915 3,012

総資産額 （百万円） 48,304 31,294 33,308 38,960 34,621

１株当たり純資産額 （円） 6.30 12.06 62.62 119.46 187.89

１株当たり配当額（内
１株当たり中間配当
額） 

（円） 
－ 
（－）

－
（－）

－
（－）

－ 
（－）

－
（－）

１株当たり当期純利益
金額 

（円） 1.10 5.48 50.57 56.92 68.48

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 0.2 0.62 3.0 4.9 8.7

自己資本利益率 （％） 18.5 59.67 135.4 62.5 44.6

株価収益率 （倍） 181.82 29.04 5.7 7.0 6.5

配当性向 （％） － － － － －

従業員数 
［外、平均臨時雇用者
数］ 

（人） 
186 
［53］

140
［37］

130
［34］

128 
［14］

126
［13］



２【沿革】 

年月 項目

昭和22年１月25日 金属商事株式会社（資本金18万円 本店：東京都文京区）の商号のもとに金属を主要取扱品目

とする商社として設立 

昭和22年８月 旧三菱商事株式会社解散に伴い、同社社員を受入れ、燃料、化成品、機械等の取扱品目を拡充 

昭和23年８月 商号を金商株式会社に変更 

昭和26年９月 本社を東京都中央区に移転 

昭和26年12月 紐育金商会社を設立 

昭和29年４月 金商石油サービス株式会社を設立 

昭和32年９月 東京鉱産株式会社を合併 

昭和35年11月 大阪の繊維商社である又一株式会社を合併、金商又一株式会社に商号変更 

それに伴い、紐育金商会社より紐育金商又一会社へ社名変更 

昭和36年10月 東京、大阪両証券取引所市場第一部に株式を上場 

昭和39年６月 日本鋼管株式会社の指定問屋である伊藤興業株式会社を合併、新資本金10億７千万円となる 

昭和44年６月 株式会社いずみへ出資 

昭和46年５月 同興石油株式会社を設立 

昭和48年12月 半額増資を行い、新資本金16億500万円となる 

昭和49年８月 又一繊維工業株式会社を設立 

昭和49年11月 タイ国金商又一会社を設立 

昭和50年12月 長野菱油株式会社を設立 

昭和55年９月 紐育金商又一会社よりKinsho International Corporation（現・連結子会社）へ社名変更 

昭和58年７月 株式会社サポートを設立 

昭和62年４月 金商倉庫不動産株式会社及び金商興産株式会社を合併 

昭和63年７月 S.M.T. Assembly Ltd.を設立 

平成４年２月 株式会社ジョイワークを設立 

平成５年10月 金商倉庫運輸株式会社を合併 

平成６年６月 上海金高化工有限公司（現・連結子会社）を設立 

平成７年３月 株式会社チュートクへ出資 

平成８年４月 香港金商又一会社を設立 

平成８年４月 株式会社ジョイワークより金商カーゴサービス株式会社（現・連結子会社）へ社名変更 

平成11年４月 金商又一株式会社の商号を金商株式会社に変更 

それに伴い、海外独立法人は香港金商会社、タイ国金商会社と社名変更 

平成12年10月 金商ビジネスサービス株式会社を設立 

平成13年10月 S.M.T. Assembly Ltd.の全株式を売却 

平成13年11月 株式会社サポートの全株式を売却 

平成13年11月 『再建５ヶ年計画』を策定し、以降、繊維、機械、燃料、食糧及び不動産事業からの撤退を実

施 

平成14年３月 株式併合により減資を行い、新資本金８億250万円となる 

平成14年３月 長野菱油株式会社、金商石油サービス株式会社を清算 

平成14年６月 又一繊維工業株式会社、タイ国金商会社の全株式を売却 

平成14年７月 同興石油株式会社を清算 

平成15年２月 香港金商会社を清算 

平成15年３月 株式会社いずみを清算 

平成16年７月 金商ビジネスサービス株式会社を清算 

平成16年11月 『再建５ヶ年計画』の終了を宣言 

平成16年12月 『収益基盤強化３ヶ年計画』を公表 

平成17年10月 株式会社チュートクの全株式を売却 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社を中核として国内及び海外における各種商品の輸出入、国内取引及び物流

を主要業務とし、その他商品の製造・販売、サービスの提供等の事業を行っております。当社グループにてかかる事業を推進す

る関係会社は８社（子会社３社、関連会社５社）であります。 

 当社はこれらの事業を３つのセグメントに区分し、取扱商品やサービスの内容に応じて８つのビジネスユニット（BU）におい

て事業を展開しております。 

  

  

セグメント ビジネスユニット 主要取扱商品・サービスの内容

  
  
  
  
  
非鉄金属 

  
非鉄製品 

アルミニウム熱交換器用材料、押出製品及びアルミニウムダイカスト部品を三
本柱として、各種非鉄金属の素材、半製品並びに加工品を取扱っております。
中でも、自動車用熱交換器に使用されるアルミニウム熱交材料及び製品につい
ては、長年の取扱い経験を有し、国内外の多くの顧客向けに販売実績をあげて
おります。 

  
非鉄原料 

鉛や亜鉛を中心とした各種地金類並びに酸化亜鉛や珪酸鉛等の各種金属化合物
類を取扱っております。中でも、鉛地金及びその加工品と関連商品について
は、中国を中心とした当社の海外ネットワークを活かして、豊富な情報を有し
海外の供給ソースとの深い繋がりを持っております。そのほか、自動車用鉛バ
ッテリーのリサイクル事業をはじめ、非鉄金属のリサイクルビジネスを展開し
ております。 

  
  
  
  
  
  
  
鉄鋼 

  
特殊鋼 

各種特殊鋼（軸受鋼、合金鋼、ステンレス鋼、快削鋼他）を取扱っておりま
す。特に、自動車用の軸受（ベアリング）に使用される軸受鋼は、北米、欧
州、東アジア等の海外市場において、顧客の多様なニーズに対応した取引を展
開しております。また、普通鋼材（厚板、薄板他）、建設・土木製品、管材類
等（継手・バルブ製品他）の鉄鋼製品も取扱っております。 

  
鉄鋼原料 

自動車・航空機用途をはじめとする特殊鋼、各種ステンレス鋼や耐熱鋼の原料
として、フェロクロム、フェロチタン、フェロシリコン等の合金鉄を主に取扱
っております。ロシア、カザフスタン、中国等の海外生産拠点からの輸入取引
において、優良パートナーとの関係構築が進み、新たに、高付加価値原料の開
拓に取り組んでおります。 

  
機能素材 

各種電池、高機能マグネット、研磨剤の原材料である希土類酸化物や希土類金
属、耐火物、触媒や水処理材に関連する原材料、並びにマグネット製品を取扱
っております。主に中国やロシア等からの原料を取扱い、顧客の新規原料ソー
スや新規素材開拓により顧客との信頼関係を構築しております。 

  
  
  
  
  
  
  
物流 

  
車両・ムービング 

引越業務及び貸倉庫・保管業務を行っております。引越業務においては、大規
模な事務所移転から事務所内のレイアウト変更まで幅広く取扱っております。
貸倉庫・保管業務においては、顧客のニーズに応じて、一棟貸しから小スペー
スの坪貸しまで取扱い、並びに文書類及び什器・備品類の保管・管理と輸配送
の業務を行っております。 

  
非鉄物流 

非鉄金属の地金・製品等、特に重量物の国内輸配送及び輸出入の物流を取扱っ
ており、顧客の工場から引き取り、輸送・保管・荷役・物流加工・梱包・通
関・船積み・配送まで、総合的な一貫物流業務を行っております。そのほか、
東扇島物流センターでは、コンテナ貨物と内航船貨物の両方に対応可能な物流
サービスを提供し、迅速で柔軟な機動力を発揮しております。 

  
繊維物流 

国内外を問わず、輸出入貨物を含むインナーウェアを中心とした繊維製品及び
雑貨の物流を取扱っております。通関・荷役・保管・輸送・配送業務まで、一
貫して請負うことで最適のサービスを提供するとともに、中国等の当社海外拠
点と連携した質の高い情報を提供するなど、多様なニーズに対応しておりま
す。 



当社グループの事業系統図は次のとおりであります。 

  

 

  

  



４【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

  

(2）持分法適用関連会社 

 （注）１．主要な事業内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．特定子会社であります。 

３．有価証券報告書を提出しております。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金 

主要な事業
内容 

議決権に対
する所有割
合（％） 

関係内容 

Kinsho International 
Corporation（注）２ 

New York，
N.Y.， 
U.S.A. 

US$ 
2,000,000 

非鉄金属・
鉄鋼 

100.0
主として当社の対米国輸出入
業務を行っております。 
役員の兼任 １名 

上海金高化工有限公司
（注）２ 

中国上海市
RMB 
17,314,200 

非鉄金属 70.0

主として当社の酸化鉛の輸出
入業務を行っております。 
資金の貸付 
役員の兼任 ４名 

金商カーゴサービス㈱ 東京都江東区 
百万円
13 

物流 100.0
主として当社の物流業務を行
っております。 
役員の兼任 ４名 

名称 住所
資本金又は
出資金 

主要な事業
内容 

議決権に対
する所有割
合（％） 

関係内容 

オー・ケー・ビー㈱ 東京都豊島区 
百万円
495 

非鉄金属 40.0
主として当社のアルミ製品取
引を行っております。 
役員の兼任 ３名 

P.T. Indolitharge 
Megahtama 

Kabupaten 
Pasuruan，
Indonesia 

千Rp. 
4,800,000 

非鉄金属 31.3

主として当社の非鉄地金・製
品の輸出入業務を行っており
ます。 
役員の兼任 ２名 

大連愛光浸漬成型有限
公司 

中国大連市
RMB 
11,142,781 

非鉄金属 24.1

主として当社の非鉄材料・製
品の輸出入業務を行っており
ます。 
債務の保証 
役員の兼任 ２名 

㈱オーテック（注）３ 東京都江東区 
百万円
599 

鉄鋼 18.4
主として当社の鉄鋼製品の取
引を行っております。 
役員の兼任 １名 

富士機鋼㈱ 名古屋市港区 
百万円
16 

鉄鋼 23.3
主として当社の鋼材の取引を
行っております。 
役員の兼任 １名 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を［ ］内に外数で記載しております。 

２．従業員数が前連結会計年度末に比べ38名減少しましたのは、在外子会社の工場移転等によるものであります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人数であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を［ ］内に外数で記載しております。 

２．上記人員のほか、海外現地職員28名がおります。 

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社及び連結子会社と各社の労働組合との関係について、特記すべき事項はありません。 

  

  

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

非鉄金属 160 ［5］ 

鉄鋼 45 ［7］ 

物流 52 ［29］ 

合計 257 ［41］ 

    平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

126 ［13］ 46.4 16年11ヶ月 6,458,198 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

1. 当連結会計年度の経済環境 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出や生産は持ち直しから緩やかな増加となりました。また、企業収益が高水

準で推移し、良好な業況感が維持される中、設備投資も増加を続けました。更に、個人消費も雇用と賃金の改善を反映し

て、緩やかな増加を維持しました。 

  

2. 当連結会計年度の経営成績 

 このような経済環境下にありまして、当連結会計年度の売上高は、936億47百万円（前連結会計年度845億７百万円）と

前連結会計年度比10.8％の増加となりました。 

 売上高を取引形態別に見ますと、国内34.9％、輸入49.2％、輸出10.4％、外国間取引5.5％の構成比率となり、輸入取引

比率が増加しました。また、事業種類別では、非鉄金属38.4％、鉄鋼57.6％、物流4.0％の構成比率となりました。 

 損益面におきましては、売上高の増加に伴って売上総利益は43億77百万円（前連結会計年度42億11百万円）と増加し、

更に販売費及び一般管理費の削減により営業利益は22億13百万円（前連結会計年度20億81百万円）と好転しました。ま

た、経常利益も16億８百万円（前連結会計年度15億67百万円）と増加し、当期純利益は10億87百万円（前連結会計年度10

億24百万円）となりました。 

  

[事業の種類別セグメントの業績] 

①非鉄金属部門（売上高359億89百万円 前連結会計年度比11.2％増） 

 非鉄製品取引は、輸入取引ではアルミニウム地金の取扱量が増加したこと、また、国内取引ではアルミニウム製品の取

扱量が増加したことにより、売上高は増加しました。非鉄原料取引は、地金の単価は高値を維持しましたが、輸出取引量

が国内原料不足により落ち込んだため、売上高は減少しました。部門全体としての売上高は増加しました。 

  

②鉄鋼部門（売上高538億84百万円 前連結会計年度比12.1％増） 

 鉄鋼原料取引は、合金鉄の単価の上昇並びに取扱量の増加により売上高が大幅に増加しました。特殊鋼取引並びに機能

素材取引は、輸出取引の減少により売上高は減少しました。部門全体としての売上高は増加しました。 

  

③物流部門（売上高37億72百万円 前連結会計年度比7.1％減） 

 引越業務は、金融機関等を中心に売上高が増加しました。倉庫業、運送業及び海上貨物取扱業は、繊維製品並びに非鉄

製品の取扱量が増加しましたが、非鉄地金の取扱量が減少したため、売上高は減少しました。部門全体としての売上高は

減少しました。なお、輸出車両の船積業務は、取引先の国内生産から海外生産への全面移行に伴い、平成17年７月を以て

終了しております。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、売上債権の減少、短期貸付金の減少、短期借入金の返

済等の要因により、前連結会計年度末に比べ、１億42百万円増加し、21億77百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は19億44百万円（前連結会計年度は２億92百万円の使用）であります。これは主に売上債権

の減少等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は６億90百万円（前連結会計年度は１億50百万円の使用）であります。これは主に短期貸付

金の減少等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は25億円（前連結会計年度は４億78百万円の獲得）であります。これは主に短期借入金の返

済等によるものであります。 

  



２【仕入、成約及び売上の状況】 

(1）仕入の状況 

 仕入高は売上高と概ね連動しているため、記載は省略しております。 

  

(2）成約の状況 

 成約高と売上高の差額は僅少であるため、記載は省略しております。 

  

(3）売上の状況 

 当連結会計年度における売上状況を事業の種類別セグメント別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主な相手先別の売上実績及び当該売上実績の総売上高に対する割合は次のとおりであります。 

     ＊前連結会計年度の新日本製鐵株式会社については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しました。 

  

３【対処すべき課題】 

『収益基盤強化３ヶ年計画』において、当社は下記を対処すべき課題として認識しております。 

(1）資本の充実 

将来の成長に向けての新たな仕組み作りや新たなリスクに備えるため、内部留保の積み増し等による資本の充実を図りま

す。尚、更なる自己資本の充実策は、計画期間内に検討を進めます。 

(2）コーポレート・ガバナンスの強化とコンプライアンスの徹底 

企業としての体質、風土や文化の変革や社員の更なる意識改革を通じて、コーポレート・ガバナンスの強化とコンプライア

ンスの徹底を継続して進めます。 

 当社は、本計画を確実に遂行することで、これらの課題を達成するよう、役職員一同引き続き緊張感をもち、全社一丸となっ

て努力していく所存であります。 

  

４【事業等のリスク】 

 当社グループが展開する事業は、国内外の経済や市況の変化などの外的な要因により業績に大きな変動をもたらす可能性があ

ります。 

  

 当社グループの事業リスクを各事業部門の取扱商品別に見ますと、まず非鉄金属部門では、非鉄製品取引は自動車部品業界向

けの売上高比率が高いため、国内外での自動車産業の景況の影響を受けます。また、非鉄原料取引は鉛地金が主要取扱商品であ

ることから、その環境への負荷が大きいこと等により新たに法規制や自主規制の対象となった場合、業績への影響を受けます。 

 次に鉄鋼部門では、特殊鋼取引は自動車部品業界向け等の輸出が中心であることから、国内外の自動車産業の景況に影響を受

けます。鉄鋼原料取引は主要取扱商品がステンレス業界向けの合金鉄であることから、同業界の動向による影響が大きく、ま

た、調達先並びにその所在国の情勢にも影響を受けます。さらに、機能素材取引は情報産業における電子機器及び部品の需要動

向に影響を受けます。 

 最後に物流部門では、非鉄物流取引は銅地金の取扱いが多いことから、関係業界を取り巻く需要及び市況の変化の影響を受

け、また、繊維物流取引は国内での繊維製品の消費動向の影響を受けます。 

  

 上記の事業リスクに加え、以下のリスクを認識しております。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

非鉄金属 35,989 111.2 

鉄鋼 53,884 112.1 

物流 3,772 92.9 

合計 93,647 110.8 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

売上高（百万円） 割合（％） 売上高（百万円） 割合（％） 

ＪＦＥスチール株式会社 10,118 12.0 12,282 13.1 

新日本製鐵株式会社 － － 9,552 10.2 



  

(1) 取扱商品の価格変動リスク 

 当社グループは、売上高の約９割、営業利益の約８割を非鉄金属部門及び鉄鋼部門が占めており、原料及び素材等価格変動

のある商品の流通段階で関与する売買取引を行っているため、市況の変化に伴う価格変動の影響を受けます。このため、一部

の取扱商品については、先物市場を介して価格変動リスクをヘッジしております。 

  

(2) 外国為替レート変動リスク 

 当社グループは、売上高の約６割を貿易取引が占めており、連結子会社及び持分法適用関連会社８社のうち４社が在外企業

であることから、海外事業における貿易取引及び投融資等では、為替レートの変動リスクを内包しております。このため、貿

易取引における為替レート変動リスクについては、為替先物予約を行うこと等でヘッジしております。 

  

(3) 金利変動リスク 

 当社グループは、当連結会計年度末の有利子負債額158億円の全てが変動金利となっており、金利が上昇した場合が支払利息

は増加し、損益に影響を与えます。このうちの一部は金利の変動をヘッジした営業債権と見合っており、金利の変動リスクは

相殺されます。 

  

(4) カントリーリスク 

 当社グループは、海外の会社等との取引並びに投資等に関し、当該国・地域の政治・経済・社会情勢等に起因する債権回収

並びに商品調達の遅延・不能や資産の劣化等が生じるカントリーリスクを負っております。このため、審査部が国・地域毎に

リスクの度合いを検討し、当社の体力に比して過大とならないように取引を進めておりますが、特定の国・地域に関連した損

失が発生する可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 特記事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 特記事項はありません。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）当連結会計年度の経営成績の分析 

①売上高 

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ91億39百万円（10.8％）増加し、936億47百万円となりました。 

セグメント別では、非鉄金属部門の売上高は、前連結会計年度に比べ36億19百万円（11.2％）増加しました。これは非鉄製

品取引におけるアルミニウム地金並びに製品の取扱量が増加したことによるものです。 

鉄鋼部門の売上高は、前連結会計年度に比べ58億９百万円（12.1％）増加しました。これは鉄鋼原料取引における合金鉄の

単価の上昇並びに取扱量が増加したことによるものです。 

物流部門の売上高は、前連結会計年度に比べ２億89百万円（△7.1％）減少しました。これは非鉄地金の取扱量が減少したこ

とによるものです。 

  



②売上総利益 

 売上総利益は、前連結会計年度に比べ１億65百万円（3.9％）増加し、43億77百万円となりました。これは主に鉄鋼原料の取

扱量増加に伴い売上高が増加したことによるものです。 

  

③営業利益 

営業利益は、前連結会計年度に比べ１億32百万円（6.3％）増加し、22億13百万円となりました。これは増収により売上総利

益が増加したことに加え、販売費及び一般管理費を節減したことによります。セグメント別では、非鉄金属部門及び鉄鋼部門

の営業利益はそれぞれ37.1％、1.8％の増加となり、物流部門は11.8％の減少となりました。 

  

④経常利益 

 経常利益は、前連結会計年度に比べ41百万円（2.6％）増加し、16億８百万円となりました。鉄鋼原料の輸入取引増加を支え

る運転資金調達に係る米ドル金利の上昇により、支払利息が前連結会計年度に比べ１億７百万円増加したこと等により、経常

利益の増加率は営業利益の増加率を下回りました。 

  

⑤当期純利益 

 貸倒引当金戻入益の減少等により、税金等調整前当期純利益は前連結会計年度に比べ41百万円（△2.4％）の減益となりまし

た。法人税等は前連結会計年度に比べ１億14百万円の減少となり、当期純利益は前連結会計年度に比べ62百万円（6.1％）増加

し、10億87百万円となりました。 

  

(2）当連結会計年度の財政状態の分析 

①資産、負債及び資本 

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ41億42百万円（△10.1％）減少し、369億20百万円となりました。流

動資産は、主に受取手形及び売掛金の債権流動化等により、前連結会計年度末に比べ37億23百万円減少し、291億65百万円とな

りました。固定資産は、投資有価証券の減少等により、前連結会計年度末に比べ４億19百万円減少し、77億55百万円となりま

した。 

 負債は、前連結会計年度末に比べ51億53百万円（△13.8％）減少し、321億90百万円となりました。支払手形及び買掛金の減

少並びに短期借入金の返済等により、流動負債は前連結会計年度末に比べ50億３百万円減少し、315億88百万円となり、固定負

債は前連結会計年度末に比べ１億50百万円減少し、６億１百万円となりました。 

 資本合計は、前連結会計年度末に比べ９億69百万円（26.4％）増加し、46億44百万円となりました。これは主に当期純利益

の増加によるものです。これにより自己資本比率は、前連結会計年度末の8.9％から3.7ポイント改善し、12.6％となりまし

た。 

  

②キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ１億42百万円増加し、21億77百万円となりました。 

 営業活動では、売上債権は債権流動化等により47億71百万円減少しましたが、仕入債務の減少22億96百万円並びに法人税等

９億56百万円の支払い等があり、営業活動によるキャッシュ・フローは19億44百万円のプラスとなりました。 

 投資活動では、短期貸付金７億99百万円の回収並びに投資有価証券１億44百万円の売却収入がありましたが、有形固定資産

２億36百万円を取得しましたので、投資活動によるキャッシュ・フローは６億90百万円のプラスとなりました。 

 財務活動では、債権流動化等により短期借入金24億11百万円並びに長期借入金87百万円を返済したため、財務活動による

キャッシュ・フローは25億円のマイナスとなりました。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度において重要な設備投資、設備の除却及び売却等はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

  

(2）国内子会社 

  

(3）在外子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、機械装置及び運搬具、器具備品であり、建設仮勘定を含んでおります。 

なお、上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数の［ ］は、臨時従業員数を外書しております。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

      平成18年３月31日現在

事業所名 
所在地 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容

帳簿価額
従業
員数 
（人）

建物及び構築
物（百万円） 

土地
（百万円） 
（面積㎡） 

その他
（百万円） 

合計 
（百万円） 

東京本社 
（東京都中央区） 

非鉄金属
鉄鋼 

事務所 
（事務所借室） 

25
－
－ 

16 42 
68
［12］

名古屋支店 
（名古屋市中区） 

非鉄金属
鉄鋼 

事務所 
（事務所借室） 

0
－
－ 

1 1 
4

［－］

大阪支店 
（大阪市中央区） 

非鉄金属
鉄鋼 

事務所 
（事務所借室） 

－
0

（79.17）
0 0 

3
［－］

国内事業所 
（群馬県邑楽郡ほか１ヶ所） 

非鉄金属
鉄鋼 

事務所 
（事務所借室） 

－
－
－ 

0 0 
6

［－］

海外事業所 
（台湾台北市ほか６ヶ所） 

非鉄金属
鉄鋼 

事務所 
（事務所借室） 

0
－
－ 

7 7 
7

［－］

物流センターほか 
（神奈川県川崎市ほか３ヶ所） 

物流 物流倉庫 1,044
2,506

（13,560.97）
17 3,568 

38
［ 1］

      平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名
（所在地） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容

帳簿価額
従業
員数 
（人）

建物及び構
築物 
（百万円） 

土地
（百万円） 
（面積㎡） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

金商カーゴサービス㈱ 
同左 

（東京都江東区） 
物流 事務所 － － － － 

14
［28］

      平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名
（所在地） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容

帳簿価額
従業
員数 
（人）

建物及び構
築物 
（百万円） 

土地
（百万円） 
（面積㎡） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

Kinsho International 
Corporation 

同左 
(New York N.Y. U.S.A.) 

非鉄金属 
鉄鋼 

事務所
（事務所借室） 

－ － 0 0 
3

［－］

上海金高化工有限公司 
同左 

（中国上海市） 
非鉄金属 

鉛加工品製造
設備装置他 

－ － 271 271 
114
［－］



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．欠損填補を行うための無償減資 

資本の額1,605百万円を802百万円減少。株式２株を１株とする無償併合。 

２．平成14年６月27日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づく欠損填補。 

  

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式17,650株は、「個人その他」に35単元及び「単元未満株式の状況」に150株を含めて記載しております。 

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、13単元含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 64,200,000 

計 64,200,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数（株） 

（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 16,050,000 16,050,000
東京証券取引所
市場第一部 

－ 

計 16,050,000 16,050,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成14年３月１日 
（注）１ 

△16,050,000 16,050,000 △802 802 － 19

平成14年６月27日 
（注）２ 

－ 16,050,000 － 802 △19 －

    平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数 500株）
単元未満株
式の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 32 36 50 19 － 2,289 2,426 － 

所有株式数
（単元） 

－ 14,010 1,216 3,962 711 － 12,116 32,015 42,500 

所有株式数の
割合（％） 

－ 43.76 3.80 12.38 2.22 － 37.84 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．三菱UFJ信託銀行株式会社は上記所有株式数のほか、信託業務に係る株式112,000株を所有しております。 

２．株式会社東京三菱銀行は、平成18年１月１日付で株式会社UFJ銀行と合併し、株式会社三菱東京UFJ銀行となりました。 

３．三菱信託銀行株式会社は、平成17年10月１日付でUFJ信託銀行株式会社と合併し、三菱UFJ信託銀行株式会社となりまし

た。 

  

    平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 1,481 9.23 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－６－３ 1,477 9.21 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 1,150 7.17 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 792 4.93 

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－５ 792 4.93 

小 牧   進 兵庫県豊岡市 641 3.99 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２－11－３ 563 3.51 

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海１－８－12 532 3.32 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 501 3.12 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１－８－11 339 2.11 

計 － 8,270 51.53 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,500株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）
普通株式   17,500 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,990,000 31,980 － 

単元未満株式 普通株式   42,500 － － 

発行済株式総数 16,050,000 － － 

総株主の議決権 － 31,980 － 

    平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）
金商株式会社 

東京都中央区新川
1-24-1 

17,500 － 17,500 0.11

計 － 17,500 － 17,500 0.11



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

 当社は、長期に亘って無配を継続しており、株主の皆様には大変ご迷惑をおかけしておりますが、株主に対する配当は最重要

責務のひとつとして認識しております。平成19年３月期に復配が可能な態勢とすることを目標としております『収益基盤強化

３ヶ年計画』（平成16年12月21日公表）は順調に推移しており、目標達成に向け、引き続き役職員一同一丸となって努力してい

く所存であります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．株価は、東京証券取引所市場第一部の市場相場であります。 

２．平成14年３月１日に株式２株を１株とする無償併合をしております。※印は、株式併合後の最高・最低株価を示してお

ります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所市場第一部の市場相場であります。 

  

  

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 
200 
※251 

351 327 458 478 

最低（円） 
58 

※160 
130 145 245 340 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 422 429 442 464 478 448 

最低（円） 382 385 401 390 391 392 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

代表取締役 
社   長 

  竹内 弘志 昭和26年11月14日生

昭和49年４月 三菱商事株式会社入社 

平成８年９月 米国三菱商事会社非鉄金属部長 

平成13年10月 Triland Metals社 Chairman & 

C.E.O. 

平成17年６月 現職に就任 

3,500

代表取締役 
副 社 長 

  熊谷 勝也 昭和21年６月12日生

昭和45年４月 株式会社三菱銀行（現 株式会

社三菱東京UFJ銀行）入行 

平成６年７月 同行国際審査部長 

平成11年５月 ダイヤモンド抵当証券株式会社

常務取締役 

平成12年６月 当社代表取締役常務取締役 経

理審査担当役員 

平成13年12月 当社代表取締役常務取締役 経

理審査担当役員 兼 経理部長 

平成14年６月 当社代表取締役専務取締役 経

理審査担当役員 兼 経理部長 

   〃    当社代表取締役専務取締役 

平成16年６月 現職に就任 

4,500

常務取締役 管理担当役員 大和  薫 昭和27年７月27日生

昭和50年４月 当社入社 

平成11年４月 当社経理部長 

平成13年４月 当社理事 経理部長 

  〃  ６月 当社常勤監査役 

平成14年６月 当社取締役 経理審査担当役員 

兼 経理部長 

平成16年６月 当社取締役 経理審査担当役員 

   〃    当社取締役 管理担当役員 

平成18年６月 現職に就任 

5,500

取締役 営業担当役員 成田 眞一 昭和23年12月20日生

昭和46年４月 当社入社 

平成５年２月 当社ボンベイ駐在員事務所長 

平成10年４月 当社鉄鋼部長 

平成11年４月 当社理事 鉄鋼部長 

平成14年４月 当社理事 特殊鋼ビジネスユニ

ットマネージャー 

平成15年６月 当社取締役 特殊鋼ビジネスユ

ニットマネージャー 

平成16年６月 現職に就任 

6,000

取締役 営業担当役員 櫻井 錠司 昭和29年９月17日生

昭和54年４月 当社入社 

平成13年２月 当社鉄鋼原料部長 

平成14年４月 当社鉄鋼原料ビジネスユニット

マネージャー 兼 機能素材ビ

ジネスユニットマネージャー 

平成16年６月 当社鉄鋼原料ビジネスユニット

マネージャー 

   〃    当社取締役 営業担当役員 兼

鉄鋼原料ビジネスユニットマネ

ージャー 

平成18年３月 現職に就任 

4,000



 （注） 監査役 伴野 潤及び福井 昭一は、「会社法」第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

取締役 
経営企画室長 
兼 業務部長 

中村  哲 昭和31年７月５日生

昭和55年４月 当社入社 

平成10年４月 当社ジャカルタ駐在員事務所長 

平成14年６月 当社経営企画室長 兼 業務部

長 

平成17年６月 現職に就任 

2,000

監査役 
（常勤） 

  鳥海 征次 昭和19年５月21日生

昭和47年４月 当社入社 

平成９年９月 当社経理部長 

平成10年４月 当社理事 経理部長 

  〃  12月 当社理事 業務統括本部副本部

長 兼 秘書室長 

平成11年４月 当社理事 経営企画部長 兼 

秘書室長 

平成12年４月 当社理事 経営企画室長 兼 

業務部長 

  〃  ６月 当社取締役 経営企画室長 兼 

業務部長 

平成13年６月 当社常務取締役 経営企画室長 

兼 業務部長 

平成14年６月 当社常務取締役 総務人事担当

役員 

平成16年６月 現職に就任 

4,000

監査役   伴野  潤 昭和34年12月10日生

昭和59年４月 三菱商事株式会社入社 

平成15年４月 同社非鉄金属本部付（現職） 

平成17年６月 現職に就任 

－

監査役   福井 昭一 昭和17年３月11日生

昭和40年４月 株式会社三菱銀行（現 株式会

社三菱東京UFJ銀行）入行 

平成２年10月 同行秋葉原支店長 

平成５年７月 同行業務開発部長 

平成７年５月 ダイヤモンド抵当証券株式会社

常務取締役 

平成10年11月 同社専務取締役 

平成12年10月 同社取締役社長 

平成14年６月 当社監査役に就任（現職） 

平成15年６月 株式会社共立メンテナンス常勤

監査役（現職） 

－

        合 計 29,500



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

  当社は、コーポレート・ガバナンスを経営上の最重要課題の一つとして認識しており、正確な情報を迅速に把握して透明度

の高い意思決定を行い、株主、顧客取引先をはじめとするステークホルダーから信頼される会社を目指しております。そのた

めに、以下のとおりコーポレート・ガバナンスの体制を整えております。 

  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システム・リスク管理体制の整備の状況 

 ①会社の機関について 

   当社は監査役制度を採用しており、取締役は６名、監査役は３名（内、社外監査役２名）です。現在社外取締役はおりま

せんが取締役の任期を１年とし、社外監査役を含む監査役機能の充実により、経営の健全性・透明性を高めております。 

 ②会社の機関の内容 

 （取締役会） 

 取締役会は取締役全員で組織され、監査役全員の出席の下、原則として毎月１回開催しております。取締役会は、法令及

び定款で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務の執行状況を監督しております。 

 （監査役会） 

 監査役会は監査役３名（内、社外監査役２名）で組織され、原則として毎月１回開催するほか、必要に応じて随時開催し

ております。各監査役は、監査役会で定めた監査方針に基づき、取締役会には監査役全員が出席し、経営会議には常勤監査

役が出席する等、重要な会議への出席あるいは決裁書類等の調査を通じて、取締役の業務執行を監視する体制をとっており

ます。また、必要に応じて監査業務に係る補助使用人を配置しております。 

 （経営会議） 

 経営会議は代表取締役社長が主催し、全取締役並びに常勤監査役出席の下運営しております。経営会議は、原則として毎

月２回開催するほか、必要に応じて随時開催し、社内規定に基づいて経営に関する事項等を決定すると共に、取締役会に付

議する経営上並びに業務上の重要事項を事前審議し、決定しております。 

 ③内部統制システムの整備の状況 

当社は、以下の３つの観点から内部統制システムの強化を図っております。 

 （コンプライアンス管理） 

 コンプライアンス管理は、平成17年８月に「倫理規則」を制定し、行動規程（平成13年制定）を強化しました。当社は、

各部局毎にコンプライアンス・オフィサーを任命、また倫理委員会を設置して、役職員の行動に対し法令、国際ルール、社

内規定並びに社会規範等の遵守状況を点検し、問題が発生した場合に対応しております。また、当社は法律事務所、会計事

務所及び税務顧問と契約を締結し、重要な問題に関して適宜相談を行い、対応しております。 

（リスク管理） 

 リスク管理は、カントリーリスク、為替リスク、クレジットリスク等の各種リスクに備え、それぞれ対応する主管部局が

社内規定を定め、リスクの回避、予防に努めており、またリスクが顕在化した場合には、主管部局が迅速な対応を図ること

としております。 

（内部監査） 

 内部監査は、監査室が社長直轄の組織として各部局の業務執行について監査し、業務改善を進めるとともに、経営方針・

社内諸規定の遵守状況を監視しております。監査室の組織は室長１名室員１名の２名体制です。また、各部局で実施する自

己監査に助言・指導し、実施に協力しております。 

  

 なお、情報管理体制については、社内規定により一切の文書の取扱いに関する体制を整備しており、文書の記録・保管の

方法、秘密保持、保存期間を定め、文書の電子化等社会情勢の変化に対応して、情報取扱いのルールを周知徹底しておりま

す。 



当社における会社の機関、内部統制システム及びリスク管理体制の関係は、以下の模式図のとおりであります。 

 
  

(2) 内部監査、監査役監査並びに会計監査の状況 

 内部監査は、監査室が内部監査規則に基づく社長直轄の組織として、会社の業務活動が適正かつ効果的に行われているか

を監査しております。監査室の組織は、室長１名室員１名の２名体制です。監査室は上記規則に沿って監査計画を策定し、

抜き打ちも含めて監査を実施しております。また、監査結果については、監査報告書を作成し社長に提出しております。 

 監査役監査は、社内監査役１名、社外監査役２名の３名により、監査役会を定期的に開催するとともに、取締役会及び経

営会議等重要な会議への出席あるいは決裁書類等の調査を通じて、取締役の業務執行を監視する体制をとっております。 

 監査役は監査室と、監査計画や監査結果の報告等について定期的な打合せを含め、必要に応じて情報交換を行っておりま

す。また、監査室には、監査役の要請に基づきその直接の指揮を受ける補助使用人を配置して、相互の連携を高めておりま

す。 

監査役は、会計監査人と監査報告会を年２回程度定期的に開催しており、その他検討すべき事項があれば、随時会合を

持っております。監査報告会において、監査役は会計監査人より監査計画並びに監査体制の説明を受け、また、監査概要報

告書に基づいて、監査の実施状況並びに監査講評の報告を受けております。 

 会計監査人は、あずさ監査法人を選任しております。会計監査人の選任または解任は、株主総会の決議によります。当事

業年度において業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりであります。 

  

 ・業務を執行した公認会計士の氏名  指定社員 業務執行社員  飯塚 昇 

                   指定社員 業務執行社員  市東 康男 



 ・監査業務に係る補助者の構成    公認会計士  ３名 

                   会計士補   ７名 

                   その他    ２名 

  

(3) 社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外監査役は２名であり、また、社外取締役はおりません。社外監査役と当社との人的関係、資本的関係または取引関係

その他の利害関係はありません。 

  

(4) 役員報酬の内容 

    当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

    また、当事業年度に退任した取締役及び監査役に対する、株主総会決議に基づく退職慰労金が38百万円あります。 

  

(5) 監査報酬の内容 

  当事業年度における当社があずさ監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬、並びにその他業務に係る報

酬の内容は、以下のとおりであります。 

  

役員報酬：  

 取締役に支払った報酬 67百万円 

 監査役に支払った報酬 24百万円 

計 91百万円 

監査報酬：  

 公認会計士法第２条第１項の監査証明業務に係る報酬 26百万円 

 その他業務に係る報酬 0百万円 

計 26百万円 



第５【経理の状況】 

  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正

前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、第86期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正

前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び第86期

事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び第87期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法

人により監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

現金及び預金 ※2 2,035 2,177 

受取手形及び売掛金 ※2 22,251 17,768 

たな卸資産 ※2 7,186 8,612 

繰延税金資産   221 145 

短期貸付金   861 － 

その他   766 705 

貸倒引当金   △435 △243 

流動資産合計   32,888 80.1 29,165 79.0

Ⅱ 固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 ※2 3,701 3,565  

減価償却累計額   2,469 1,231 2,494 1,070 

土地 ※2 2,506 2,506 

その他   641 725  

減価償却累計額   477 163 409 316 

有形固定資産合計   3,902 9.5 3,892 10.5

無形固定資産   88 0.2 135 0.4

投資その他の資産    

投資有価証券 ※1 2,277 1,909 

長期貸付金   560 495 

その他 ※1 1,519 1,513 

貸倒引当金   △173 △191 

投資その他の資産合計   4,183 10.2 3,726 10.1

固定資産合計   8,174 19.9 7,755 21.0

資 産 合 計   41,062 100.0 36,920 100.0



  

  

    
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

支払手形及び買掛金 ※2 16,610 14,174 

短期借入金 ※2 18,135 15,867 

未払法人税等   617 187 

その他   1,228 1,360 

流動負債合計   36,592 89.1 31,588 85.6

Ⅱ 固定負債    

長期借入金 ※2 217 － 

退職給付引当金   509 576 

その他   25 25 

固定負債合計   752 1.8 601 1.6

負 債 合 計   37,344 90.9 32,190 87.2

     

（少数株主持分）    

少数株主持分   43 0.2 85 0.2

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※5 802 1.9 802 2.2

Ⅱ 利益剰余金   3,335 8.1 3,921 10.6

Ⅲ その他有価証券評価差額金   29 0.1 45 0.1

Ⅳ 為替換算調整勘定   △485 △1.2 △119 △0.3

Ⅴ 自己株式 ※6 △6 △0.0 △5 △0.0

資 本 合 計   3,674 8.9 4,644 12.6

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  41,062 100.0 36,920 100.0



②【連結損益計算書】 

  

  

    
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   84,507 100.0 93,647 100.0

Ⅱ 売上原価   80,296 95.0 89,269 95.3

売上総利益   4,211 5.0 4,377 4.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

従業員給料手当   915 901  

退職給付費用   68 153  

その他   1,145 2,129 2.5 1,108 2,163 2.3

営業利益   2,081 2.5 2,213 2.4

Ⅳ 営業外収益    

受取利息   101 142  

受取配当金   2 2  

為替差益   － 85  

持分法による投資利益   － 14  

その他   49 153 0.2 7 253 0.2

Ⅴ 営業外費用    

支払利息   620 727  

持分法による投資損失   5 －  

その他   41 667 0.8 131 858 0.9

経常利益   1,567 1.9 1,608 1.7

Ⅵ 特別利益    

固定資産処分益   0 －  

投資有価証券処分益   6 32  

関係会社株式処分益   － 1  

関係会社整理益   1 －  

ゴルフ会員権処分益   19 －  

厚生年金基金清算益   24 －  

貸倒引当金戻入益   333 385 0.4 198 232 0.2

Ⅶ 特別損失    

固定資産処分損 ※1 29 1  

関係会社株式処分損   5 85  

投資有価証券処分損   － 1  

投資有価証券評価損   7 4  

役員退職慰労金   19 38  

出資金評価損   140 201 0.2 － 131 0.1

税金等調整前当期純利益   1,751 2.1 1,709 1.8

法人税、住民税及び事業税   633 520  

法人税等調整額   72 705 0.9 70 591 0.6

少数株主利益   20 0.0 30 0.0

当期純利益   1,024 1.2 1,087 1.2



③【連結剰余金計算書】 

  

  

    
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   －  － 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   －  － 

     

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   2,310  3,335 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

当期純利益   1,024 1,024 1,087 1,087 

Ⅲ 利益剰余金減少高    

持分法適用関連会社減少に 
よる剰余金減少高 

  － 453

  持分法適用関連会社の再評価
に係る繰延税金資産の取崩等
に伴う剰余金減少高  

  － － 46 500 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   3,335  3,921 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  次へ 

    
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益   1,751 1,709 

減価償却費   224 170 

投資有価証券処分益   － △32 

投資有価証券評価損   7 4 

有形固定資産処分損   29 1 

関係会社株式処分損   5 85 

出資金評価損   140 － 

貸倒引当金の減少額   △340 △257 

退職給付引当金の増減額   △4 66 

受取利息及び受取配当金   △103 △145 

支払利息   620 727 

持分法による投資損益   5 △14 

売上債権の増減額   △4,610 4,771 

たな卸資産の増加額   △1,553 △1,363 

仕入債務の増減額   3,723 △2,296 

その他   282 △229 

小計   178 3,197 

利息及び配当金の受取額   204 135 

利息の支払額   △634 △753 

在外子会社の収用補償金受取額   － 321 

法人税等の支払額   △41 △956 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △292 1,944 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻しによる収入   163 － 

有形固定資産の取得による支出   △86 △236 

有形固定資産の売却による収入   0 － 

無形固定資産の取得による支出   － △99 

投資有価証券の取得による支出   △0 △0 

投資有価証券の売却による収入   33 144 

短期貸付金の純増減額   △388 799 

長期貸付金の返済による収入   37 65 

連結範囲の変更を伴う子会社株式 
の売却による支出 

※2 － △31 

その他   90 49 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △150 690 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額   718 △2,411 

長期借入金の返済による支出   △238 △87 

その他   △1 △1 

財務活動によるキャッシュ・フロー   478 △2,500 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △10 7 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   25 142 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,009 2,035 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 2,035 2,177 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結の範囲に含めた子会社は４社であ

り、連結子会社の名称は以下の通りであ

ります。 

 連結の範囲に含めた子会社は３社であ

り、連結子会社の名称は以下の通りであ

ります。      

  Kinsho International Corp. 

㈱チュートク 

上海金高化工有限公司 

金商カーゴサービス㈱ 

Kinsho International Corp. 

上海金高化工有限公司 

金商カーゴサービス㈱ 

    前連結会計年度において連結子会社で

ありました㈱チュートクは、当連結会計

年度に全株式を譲渡したため、連結の範

囲から除外しておりますが、みなし売却

日（平成17年９月30日）までの損益計算

書及びキャッシュ・フロー計算書を連結

しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1) 関連会社８社のうち、オー・ケー・

ビー㈱ほか７社に対する投資について

持分法を適用しております。 

(1) 関連会社５社のうち、オー・ケー・

ビー㈱ほか４社に対する投資について

持分法を適用しております。 

  (2) 持分法適用会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる５社については、各

社の事業年度の財務諸表を使用してお

ります。 

(2) 持分法適用会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる３社については、各

社の事業年度にかかる財務諸表を使用

しております。 

    (3) ㈱ジオシステム及びP.T. Kubota 

Indonesiaは、当連結会計年度に株式

を譲渡したため、㈱ジオシステムは当

中間連結会計期間末より、P.T. 

Kubota Indonesiaは当連結会計年度末

より、持分法の適用から除外しており

ます。また、㈱明和は、当連結会計年

度に清算したため、当中間連結会計期

間末より持分法の適用から除外してお

ります。なお、上記３社の除外までの

期間の損益のうち、持分に見合う額を

連結損益計算書に含めております。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、Kinsho Internat-

ional Corp.、㈱チュートク、上海金高

化工有限公司及び金商カーゴサービス㈱

の決算日は平成16年12月31日でありま

す。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、平成17年１月１日から連結

決算日平成17年３月31日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

 連結子会社のうち、Kinsho Internat-

ional Corp.、上海金高化工有限公司及

び金商カーゴサービス㈱の決算日は平成

17年12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、平成18年１月１日から連結

決算日平成18年３月31日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 



  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券（その他有価証券） ① 有価証券（その他有価証券） 

a．時価のあるもの a．時価のあるもの 

   連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）によっております。 

同左 

  b．時価のないもの b．時価のないもの 

   移動平均法による原価法によって

おります。 

同左 

  ② デリバティブ ② デリバティブ 

   時価法によっております。 同左 

  ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

   主として先入先出法による原価法に

よっております。 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産の減価償却方法 有形固定資産の減価償却方法 

 主として定率法によっております。 

 ただし、当社及び国内連結子会社は、

平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については、定額法

によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

同左 

  建物及び構築物   15年～50年   

(3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 当連結会計年度末現在の債権の貸倒

れによる損失に備えて、以下の基準に

より計上しております。 

同左 

  a．一般債権 a．一般債権 

   貸倒実績率法 同左 

  b．貸倒懸念債権 b．貸倒懸念債権 

     個別に回収可能性を検討し、当連

結会計年度末における回収不能見込

額を計上しております。 

同左 

  ② 退職給付引当金 ② 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備える為、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

 なお、会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処理して

おります。 

同左 



  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 当社グループでは、当社のみがデリバ

ティブ取引を利用し、ヘッジ会計を適用

しております。 

同左 

  ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理しております。 

 なお、為替予約について振当処理の

要件を満たしている場合は、振当処理

しております。 

同左 

  ② ヘッジ対象とヘッジ手段 ② ヘッジ対象とヘッジ手段 

  a．ヘッジ対象 a．ヘッジ対象 

   外貨建営業取引に係る債権債務の

為替変動リスク、商品の価格変動リ

スク 

同左 

  b．ヘッジ手段 b．ヘッジ手段 

   為替予約取引、商品先渡取引 同左 

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

   内規に基づき、外貨建営業取引に係

る債権債務の為替変動リスク及び営業

取引に係る商品価格変動リスクを回避

する目的で行っております。 

 原則として１年を超える長期契約を

行わず、投機目的及びレバレッジ効果

の高い取引は行わない方針でありま

す。 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   当社が行っているヘッジ取引は、当

社の取引基本規則及び見越極度取扱規

程に従って、審査部が取引の事前・事

後及び一定期間毎に定量分析等により

有効性を検証しております。 

同左 

(6) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

同左 

６．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

同左 



  

   連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これによる損益への影響はありません。 



表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

（連結貸借対照表） （連結貸借対照表） 

 前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めてお

りました「未払法人税等」は、当連結会計年度において

負債、少数株主持分及び資本合計の総額の100分の１を

超えたため区分掲記しております。 

なお、前連結会計年度で流動負債の「その他」に含ま

れております「未払法人税等」は10百万円であります。 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「短期貸

付金」（当連結会計年度末の残高は64百万円）は、資産

の総額の100分の５以下となったため、流動資産の「そ

の他」に含めて表示することにしました。 

────── （連結損益計算書） 

   前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて

おりました「為替差益」は、当連結会計年度において営

業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記して

おります。 

 なお、前連結会計年度で営業外収益の「その他」に含

まれております「為替差益」は11百万円であります。 

──────  （連結キャッシュ・フロー計算書） 

  １．営業活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証

券処分益」は、前連結会計年度は「その他」に含めて

表示しておりましたが、金額的重要性が増したため区

分掲記しております。 

なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「投資有価証券処分益」は６百万円であります。 

  ２．投資活動によるキャッシュ・フローの「無形固定資

産の取得による支出」は、前連結会計年度は「その

他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が

増したため区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「無形固定資産の取得による支出」は５百万円であり

ます。 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

収益基盤強化３ヶ年計画 収益基盤強化３ヶ年計画 

 当社は営業収益力の更なる基盤強化を目的とした『収

益基盤強化３ヶ年計画』（平成16年12月21日公表）を実

行中であり、内部留保の積み増しによる資本の充実を図

ると共に、コーポレートガバナンスの強化とコンプライ

アンスの徹底を継続していく方針であります。 

当社は営業収益力の更なる基盤強化を目的とした『収

益基盤強化３ヶ年計画』（平成16年12月21日公表）を遂

行中であります。これまでの２年間は順調に推移してお

り、引き続き内部留保の積み増し等による資本の充実を

図ると共に、コーポレートガバナンスの強化とコンプラ

イアンスの徹底を進めていく方針であります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

前連結会計年度
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（平成18年３月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 
  

投資有価証券（株式） 2,142百万円

その他投資（出資金） 55百万円

投資有価証券（株式） 1,770百万円

その他（出資金） 68百万円

※２．担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりであります。 

※２．担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりであります。 

(1) 担保資産 (1) 担保資産 
  

現金及び預金 535百万円

受取手形及び売掛金 4,066百万円

たな卸資産 47百万円

建物及び構築物 1,176百万円

土地 2,506百万円

合計 8,333百万円

現金及び預金 392百万円

受取手形及び売掛金 191百万円

たな卸資産 63百万円

建物及び構築物 1,023百万円

土地 2,506百万円

合計 4,176百万円

(2) 担保付債務 (2) 担保付債務 
  

支払手形及び買掛金 298百万円

短期借入金 7,704百万円

長期借入金 217百万円

保証債務 153百万円

合計 8,374百万円
  

支払手形及び買掛金 70百万円

短期借入金 5,471百万円

保証債務 183百万円

合計 5,725百万円

３．保証債務 ３．保証債務 

 連結子会社以外の下記の会社の銀行借入金等に対

して保証を行っております。 

 連結子会社以外の下記の会社の銀行借入金等に対

して保証を行っております。 
  

寧波山陽特殊鋼製品有限公司 153百万円

大連愛光浸漬成型有限公司 8百万円

その他 12百万円

合計 174百万円
  

寧波山陽特殊鋼製品有限公司 183百万円

大連愛光浸漬成型有限公司 3百万円

合計 186百万円

  
４．輸出受取手形割引高 24百万円

受取手形裏書譲渡高 197百万円

４．受取手形割引高 176百万円

輸出受取手形割引高 28百万円

※５．当社の発行済株式総数 ※５．当社の発行済株式総数 
  

普通株式 16,050,000株 普通株式 16,050,000株

※６．連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関

連会社が保有する自己株式の数 

※６．連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関

連会社が保有する自己株式の数 
  

普通株式 26,342株 普通株式 23,155株



（連結損益計算書関係） 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

※１．固定資産処分損の内訳 ────── 
  

建物及び構築物 0百万円

その他 29百万円

合計 29百万円

   

   

   

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在）
  

現金及び預金勘定 2,035百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －百万円

現金及び現金同等物の期末残高 2,035百万円

現金及び預金勘定 2,177百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －百万円

現金及び現金同等物の期末残高 2,177百万円

────── ※２．株式の売却により㈱チュートクが連結子会社でな

くなったことに伴う売却時の資産及び負債の内訳並

びに㈱チュートク株式の売却価額と売却による支出

は次のとおりであります。 

  （当連結会計年度）

流動資産 185百万円

固定資産 32百万円

流動負債 △187百万円

固定負債 －百万円

少数株主持分 △1百万円

株式売却損 △4百万円

㈱チュートク株式の売却価額 25百万円

㈱チュートク現金及び現金同等物 △56百万円

差引：売却による支出 △31百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

    

（借主側） (1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
  

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

期末残高
相当額 
（百万円）

その他の有
形固定資産 

121 100 20

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

その他の有
形固定資産 

165 126 38

  （注） 取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

（注）     同左 

  (2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

  
  

１年内 16百万円

１年超 3百万円

合計 20百万円

１年内 11百万円

１年超 27百万円

合計 38百万円

  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高

が、有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しており

ます。 

（注）     同左 

  (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

  
  

支払リース料 23百万円

減価償却費相当額 23百万円

支払リース料 22百万円

減価償却費相当額 22百万円

  (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 

２．オペレーティング・リー

ス取引 

    

（借主側） 未経過リース料 未経過リース料 

  
  

１年内 0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円

１年内 1百万円

１年超 1百万円

合計 3百万円



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  次へ 

  種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

株式 2 2 0 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

株式 － － － 

合計 2 2 0 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

28 6 － 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 132 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

56 32 1 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 139 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．取引の内容 １．取引の内容 

 当社グループでは、当社のみがデリバティブ取引を

利用し、ヘッジ会計を適用しております。当社の利用

しているデリバティブ取引は、商品関連では非鉄金属

地金の先渡取引、通貨関連では為替予約取引でありま

す。 

同左 

２．取引に対する取組方針 ２．取引に対する取組方針 

 当社は、取引基本規則に従い、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

同左 

３．取引の利用目的 ３．取引の利用目的 

 当社では、商品先渡取引は現物の相場変動リスクを

回避し、安定的な利益の確保を図る目的で利用してお

ります。同様に、為替予約取引は外貨建取引に伴う将

来の為替相場の変動リスクを回避し、安定的な利益の

確保を図る目的で利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

同左 

（ヘッジ対象） （ヘッジ対象） 

 外貨建営業取引に係る債権債務の為替変動リスク、

商品の価格変動リスク 

同左 

（ヘッジ手段） （ヘッジ手段） 

 為替予約取引、商品先渡取引 同左 

（ヘッジ方針） （ヘッジ方針） 

 原則として１年を超える長期契約を行わず、投機目

的及びレバレッジ効果の高い取引は行わない方針であ

ります。 

同左 

（ヘッジ有効性評価の方法） （ヘッジ有効性評価の方法） 

 当社が行っているヘッジ取引は、当社の取引基本規

則及び見越極度取扱規程に従って、審査部が取引の事

前・事後及び一定期間毎に定量分析等により有効性を

検証しております。 

同左 

４．取引に係るリスクの内容 ４．取引に係るリスクの内容 

 当社が利用している商品先渡取引は商品相場変動に

よるリスク、為替予約取引は為替相場変動によるリス

クを有しております。なお、当社のデリバティブ取引

の契約先はいずれも信用度の高い国内外の事業会社、

国内の銀行及び証券会社であるため、相手方の契約不

履行によるリスクは殆どないと認識しております。 

同左 



  

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在）及び当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

 なお、商品先渡取引及び為替予約取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記の対

象から除いております。 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．取引に係るリスク管理体制 ５．取引に係るリスク管理体制 

当社は、デリバティブ取引については、取引基本規

則及び見越極度取扱規程に定められた手続きに従い、

見越極度、見越期間及びその他の制約をつけて取引し

ております。実施担当部局は、事業年度の開始前にそ

れぞれの営業計画に基づいて予定された見越取引につ

いて、審査部長宛に見越極度設定稟議書を提出し、管

理統轄担当役員または経営会議の承認を得ておりま

す。 

同左 

６．契約額・時価等についての補足説明 ６．契約額・時価等についての補足説明 

 該当事項はありません。 同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、主に適格退職年金制度を採用しております。適格退職年金制度は昭和39年から採用しております。平成７年

に設立した厚生年金基金は、年金資産の運用悪化などにより運営継続が困難となったことから、基金解散についての申

請が平成16年１月26日付で厚生労働省に認可され、同日付で基金を解散致しました。 

海外連結子会社のうち１社は現地での退職金制度を採用しております。 

なお、退職給付債務、退職給付引当金、退職給付費用の計上にあたっては簡便法を採用しております。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

  

  
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

(1) 退職給付債務（百万円） △951 △973 

(2) 年金資産（百万円） 5 4 

(3) 未積立退職給付債務（百万円） △946 △969 

(4) 会計基準変更時差異の未処理額（百万円） 436 392 

(5) 連結貸借対照表計上額純額（百万円） △509 △576 

(6) 退職給付引当金（百万円） △509 △576 



３．退職給付費用に関する事項 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

（税効果会計関係） 

  

  

  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日）

(1) 勤務費用（百万円） 37 98 

(2) 会計基準変更時差異の費用処理額（百万円） 43 43 

(3) 退職給付費用（百万円） 80 141 

  
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

会計基準変更時差異の処理年数（年） 15 15 

前連結会計年度
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  
繰延税金資産  

貸倒引当金 203百万円

退職給付引当金 207百万円

その他 292百万円

繰延税金資産小計 703百万円

評価性引当額 △233百万円

繰延税金資産合計 469百万円

繰延税金負債  

圧縮記帳積立金 △69百万円

繰延税金負債合計 △69百万円

繰延税金資産の純額 400百万円

繰延税金資産  

貸倒引当金 146百万円

退職給付引当金 234百万円

その他 243百万円

繰延税金資産小計 624百万円

評価性引当額 △193百万円

繰延税金資産合計 430百万円

繰延税金負債  

圧縮記帳積立金 △65百万円

繰延税金負債合計 △65百万円

繰延税金資産の純額 365百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳 

  

当連結会計年度末においては、法定実効税率と税効

果会計適用後の法人税等の負担率との差異が法定実効

税率の100分の５以下であるため、当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳の記載を省略しております。 

                    （％） 

法定実効税率               40.69 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目   1.33 

一時差異に係る評価性引当額       △9.93 

持分法投資損益             △0.34 

持分法適用関連会社売却による影響     3.09 

その他                 △0.25 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率   34.59 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分に基づいております。 

２．各事業の主な取扱商品は、次のとおりであります。 

(1) 非鉄金属  非鉄金属に関わる地金・原料・製品 

(2) 鉄  鋼  鉄鋼に関わる鉱石・原料・材料製品・半製品・製品 

(3) 物  流  倉庫業・港湾運送業・通関業・各種輸送業 

  

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分に基づいております。 

２．各事業の主な取扱商品は、次のとおりであります。 

(1) 非鉄金属  非鉄金属に関わる地金・原料・製品 

(2) 鉄  鋼  鉄鋼に関わる鉱石・原料・材料製品・半製品・製品 

(3) 物  流  倉庫業・港湾運送業・通関業・各種輸送業 

  

  
非 鉄 
金 属 

鉄 鋼 物 流 計 消去又
は全社 

連 結 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

32,370 48,075 4,062 84,507 － 84,507 

(2) セグメント間の 
内部売上高 

20 397 179 596 (596) － 

計 32,390 48,472 4,241 85,104 (596) 84,507 

営業費用 31,981 47,164 3,876 83,023 (596) 82,426 

営業利益 408 1,308 364 2,081 － 2,081 

Ⅱ 資産、減価償却費 
及び資本的支出 

   

資産 13,689 22,206 5,166 41,062 － 41,062 

減価償却費 81 20 121 224 － 224 

資本的支出 64 6 22 93 － 93 

  
非 鉄 
金 属 

鉄 鋼 物 流 計 消去又
は全社 

連 結 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

35,989 53,884 3,772 93,647 － 93,647 

(2) セグメント間の 
内部売上高 

8 427 136 573 (573) － 

計 35,998 54,312 3,909 94,220 (573) 93,647 

営業費用 35,438 52,980 3,587 92,006 (573) 91,433 

営業利益 560 1,331 321 2,213 － 2,213 

Ⅱ 資産、減価償却費 
及び資本的支出 

   

資産 14,226 18,015 4,678 36,920 － 36,920 

減価償却費 44 14 111 170 － 170 

資本的支出 235 56 51 343 － 343 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合が

90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合が

90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  

（注）１．売上を有する本邦以外の国又は地域を、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア・オセアニア……………………中国・台湾・韓国・インドネシア 

(2）その他の地域……………………………米国・ドイツ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

（注）１．売上を有する本邦以外の国又は地域を、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア・オセアニア……………………中国・台湾・韓国・インドネシア 

(2）その他の地域……………………………米国・ドイツ・カナダ・イタリア・フランス 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

  アジア・オセアニア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 14,521 2,848 17,369 

Ⅱ 連結売上高（百万円） 84,507 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上
高の割合（％） 

17.2 3.4 20.6 

  アジア・オセアニア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 11,652 3,178 14,830 

Ⅱ 連結売上高（百万円） 93,647 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上
高の割合（％） 

12.4 3.4 15.8 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  



（１株当たり情報） 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 229.33円

１株当たり当期純利益金額 63.94円

１株当たり純資産額 289.77円

１株当たり当期純利益金額 67.84円

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

当期純利益（百万円） 1,024

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,024

期中平均株式数（千株） 16,025

当期純利益（百万円） 1,087 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,087 

期中平均株式数（千株） 16,028 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 （注） 上記平均利率は、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率
（％） 

返済期限 
  

短期借入金 18,048 15,649 1.4 －

１年以内に返済予定の長期借入金 87 217 1.9 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 217 － － －

その他の有利子負債 － － － －

合計 18,352 15,867 － －



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

現金及び預金 ※1 1,963 2,082 

受取手形 ※1、2 4,481 2,907 

売掛金 ※2 17,471 14,498 

商品  4,477 4,192 

未着商品  2,198 3,749 

前渡金  314 1 

前払費用  144 151 

繰延税金資産  212 132 

短期貸付金  861 － 

未収入金  314 384 

その他  46 112 

貸倒引当金  △499 △256 

流動資産合計  31,987 82.1 27,955 80.7

Ⅱ 固定資産   

１有形固定資産   

建物 ※1 3,447 3,451  

減価償却累計額  2,321 1,125 2,393 1,057 

構築物  114 114  

減価償却累計額  99 14 101 12 

機械装置  51 57  

減価償却累計額  41 9 44 13 

車輌運搬具  107 113  

減価償却累計額  97 10 100 12 

器具備品  164 167  

減価償却累計額  149 15 149 18 

土地 ※1 2,506 2,506 

有形固定資産合計  3,682 9.4 3,620 10.5

２無形固定資産   

ソフトウエア  50 121 

その他  13 13 

無形固定資産合計  64 0.2 135 0.4



   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

３投資その他の資産   

投資有価証券  134 139 

関係会社株式  690 618 

出資金  103 110 

関係会社出資金  176 176 

長期貸付金  560 495 

関係会社長期貸付金  397 237 

固定化営業債権 ※3 2 2 

長期前払費用  0 0 

繰延税金資産  179 212 

長期差入保証金  687 628 

保険積立金  465 476 

その他  4 4 

貸倒引当金  △174 △191 

投資その他の資産合計  3,226 8.3 2,909 8.4

固定資産合計  6,973 17.9 6,666 19.3

資産合計  38,960 100.0 34,621 100.0



  

  

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

支払手形 ※2 3,147 2,451 

外貨支払手形  7,425 5,410 

買掛金 ※1、2 5,808 6,247 

短期借入金 ※1 17,962 15,338 

一年内返済予定の長期借
入金 

※1 87 217 

未払金  989 973 

未払費用  91 99 

未払法人税等  608 180 

前受金  77 52 

預り金  19 10 

前受収益  77 30 

その他  0 0 

流動負債合計  36,295 93.2 31,010 89.6

Ⅱ 固定負債   

長期借入金 ※1 217 － 

退職給付引当金  508 575 

長期預り保証金  23 23 

固定負債合計  749 1.9 598 1.7

負債合計  37,045 95.1 31,609 91.3

    

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※4 802 2.0 802 2.3

Ⅱ 利益剰余金   

１任意積立金   

圧縮記帳積立金  108 101  

２当期未処分利益  1,008 2,113  

利益剰余金合計  1,117 2.9 2,215 6.4

Ⅲ その他有価証券評価差額
金 

 △0 △0.0 △0 △0.0

Ⅳ 自己株式 ※5 △3 △0.0 △4 △0.0

資本合計  1,915 4.9 3,012 8.7

負債資本合計  38,960 100.0 34,621 100.0



②【損益計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   83,278 100.0 91,549 100.0

Ⅱ 売上原価    

１商品期首たな卸高  5,233 6,676  

２当期商品仕入高  80,974 88,916  

合計  86,207 95,592  

３商品期末たな卸高  6,676 79,531 95.5 7,941 87,650 95.7

売上総利益   3,747 4.5 3,899 4.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

給料手当  705 718  

賞与  117 96  

退職給付費用  68 153  

福利厚生費  179 190  

旅費交通費  96 96  

海外代理店手数料  25 16  

通信費  44 40  

交際費  55 52  

役員報酬  92 91  

事務所設備費  123 117  

事務消耗品費  26 24  

地代家賃  132 131  

減価償却費  5 5  

諸税公課  28 28  

雑費  124 1,826 2.2 123 1,888 2.1

営業利益   1,920 2.3 2,010 2.2

Ⅳ 営業外収益    

受取利息 ※1 107 147  

受取配当金 ※1 31 19  

為替差益  － 74  

その他  42 180 0.2 3 244 0.2

Ⅴ 営業外費用    

支払利息  548 681  

その他  37 585 0.7 158 839 0.9

経常利益   1,515 1.8 1,415 1.5



  

  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益    

固定資産処分益  0 －  

投資有価証券処分益  6 32  

関係会社株式処分益  － 75  

関係会社整理益  1 －  

ゴルフ会員権処分益  19 －  

厚生年金基金清算益  24 －  

貸倒引当金戻入益  327 164  

   関係会社貸倒引当金戻
入益 

 － 380 0.5 2 275 0.3

Ⅶ 特別損失    

固定資産処分損  0 1  

投資有価証券処分損  － 1  

関係会社株式処分損  5 －  

投資有価証券評価損  7 4  

関係会社株式評価損  80 －  

関係会社貸倒引当金繰
入損 

 40 －  

役員退職慰労金  19 38  

出資金評価損  140 294 0.4 － 46 0.0

税引前当期純利益   1,601 1.9 1,644 1.8

法人税、住民税及び
事業税 

 608 499  

法人税等調整額  80 688 0.8 47 546 0.6

当期純利益   912 1.1 1,097 1.2

前期繰越利益   95 1,015 

当期未処分利益   1,008 2,113 



③【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

   
前事業年度

株主総会承認年月日 
（平成17年６月29日） 

当事業年度 
株主総会承認年月日 
（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  1,008 2,113

Ⅱ 任意積立金取崩額  

圧縮記帳積立金取崩額  7 7 6 6

Ⅲ 次期繰越利益  1,015 2,119



重要な会計方針 

  
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 (1)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によってお

ります。 

同左 

  (2)その他有価証券 (2)その他有価証券 

  ①時価のあるもの ①時価のあるもの 

  事業年度末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）によっております。 

同左 

  ②時価のないもの ②時価のないもの 

  移動平均法による原価法によってお

ります。 

同左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法によっております。 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

先入先出法による原価法によっておりま

す。 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につ

いては、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

同左 

  建物  15年～50年   

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  事業年度末現在の債権の貸倒れによ

る損失に備えて、以下の基準により

計上しております。 

同左 

  ①一般債権 ①一般債権 

  貸倒実績率法 同左 

  ②貸倒懸念債権 ②貸倒懸念債権 

  個別に回収可能性を検討し、事業年

度末における回収不能見込額を計上

しております。 

同左 



  

  
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

  (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、事

業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上して

おります。なお、会計基準変更時差

異については、15年による按分額を

費用処理しております。 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理しております。 

なお、為替予約について振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理

しております。 

同左 

  (2）ヘッジ対象とヘッジ手段 (2）ヘッジ対象とヘッジ手段 

  ①ヘッジ対象 ①ヘッジ対象 

  外貨建営業取引に係る債権債務の

為替変動リスク、商品の価格変動

リスク 

同左 

  ②ヘッジ手段 ②ヘッジ手段 

  為替予約取引、商品先渡取引 同左 

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  内規に基づき、外貨建営業取引に係

る債権債務の為替変動リスク及び営

業取引に係る商品価格変動リスクを

回避する目的で行っております。な

お、原則として１年を超える長期契

約を行わず、投機目的及びレバレッ

ジ効果の高い取引は行わない方針で

あります。 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

  当社が行っているヘッジ取引は、当

社の取引基本規則及び見越極度取扱

規程に従って、審査部が取引の事

前・事後及び一定期間毎に定量分析

等により有効性を検証しておりま

す。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

同左 



会計処理方法の変更 

  

表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益への影響はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

────── （貸借対照表） 

   前事業年度まで区分掲記しておりました「短期貸付

金」（当事業年度末の残高は64百万円）は、資産の総額

の100分の１以下となったため、流動資産の「その他」

に含めて表示することにしました。 

  （損益計算書） 

──────  前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めており

ました「為替差益」は、当事業年度において営業外収益

の総額の100分の10を超えたため区分掲記しておりま

す。 

 なお、前事業年度で営業外収益の「その他」に含まれ

ております「為替差益」は11百万円であります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

収益基盤強化３ヶ年計画  収益基盤強化３ヶ年計画               

当社は営業収益力の更なる基盤強化を目的とした『収

益基盤強化３ヶ年計画』(平成16年12月21日公表)を実

行中であり、内部留保の積み増しによる資本の充実を

図ると共に、コーポレートカバナンスの強化とコンプ

ライアンスの徹底を継続していく方針であります。 

  当社は営業収益力の更なる基盤強化を目的とした『収

益基盤強化３ヶ年計画』（平成16年12月21日公表）を

遂行中であります。これまでの２年間は順調に推移し

ており、引き続き内部留保の積み増し等による資本の

充実を図ると共に、コーポレートガバナンスの強化と

コンプライアンスの徹底を進めていく方針でありま

す。                       



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

※１．担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりであります。 

※１．担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりであります。 

(1）担保資産 (1）担保資産 
  

預金 535百万円

受取手形 3,844百万円

建物 1,086百万円

土地 2,506百万円

合計 7,973百万円
  

預金 392百万円

建物 1,023百万円

土地 2,506百万円

合計 3,922百万円

(2）担保付債務 (2）担保付債務 
  

短期借入金 7,556百万円

一年内返済予定の
長期借入金 

87百万円

長期借入金 217百万円

買掛金 59百万円

保証債務 153百万円

合計 8,073百万円
  

短期借入金 5,000百万円

一年内返済予定の
長期借入金 

217百万円

買掛金 70百万円

保証債務 183百万円

合計 5,471百万円

※２．関係会社に関する項目 ※２．関係会社に関する項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

流動資産 流動資産 
  

受取手形 1,572百万円

売掛金 1,656百万円

受取手形 1,194百万円

売掛金 1,096百万円

流動負債 流動負債 
  

支払手形 871百万円

買掛金 211百万円

支払手形 433百万円

買掛金 213百万円

※３．財務諸表等規則第32条第１項10号の債権でありま

す。 

※３．         同左 

※４．授権株式数及び発行済株式総数 ※４．授権株式数及び発行済株式総数 
  

授権株式数 普通株式 64,200,000株

発行済株式総数 普通株式 16,050,000株

授権株式数 普通株式 64,200,000株

発行済株式総数 普通株式 16,050,000株

※５．自己株式 ※５．自己株式 

当社が保有する自己株式は、普通株式15,051株で

あります。 

当社が保有する自己株式は、普通株式17,650株で

あります。 

６．準備金による欠損填補 ６．       ────── 

平成14年６月27日開催の定時株主総会において下

記の欠損填補を行っております。 

  

  
資本準備金 19百万円

利益準備金 207百万円

    

  

  

  



  

（損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

７．偶発債務 ７．偶発債務 

次の会社について金融機関等からの借入等に対し

保証を行っております。 

次の会社について金融機関等からの借入等に対し

保証を行っております。 
  

  

(1）寧波山陽特殊鋼製品有限公司 

  153百万円 借入債務

(2）大連愛光浸漬成型有限公司 

  8百万円 借入債務

(3）その他１社 0百万円  

合計 162百万円  

(1）KINSHO INTERNATIONAL CORPORATION 

  364百万円 借入債務 

(2）寧波山陽特殊鋼製品有限公司 

  183百万円 借入債務 

(3) 大連愛光浸漬成型有限公司 

  3百万円 借入債務 

合計 551百万円   

  
８．輸出受取手形割引高 24百万円

受取手形裏書譲渡高 197百万円
  
８．輸出受取手形割引高 28百万円

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

────── 

  
関係会社よりの受取利息 7百万円

関係会社よりの受取配当金 29百万円

   

   

    



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

（借主側） 
  

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

期末残高
相当額 
（百万円）

器具 
備品 

121 100 20

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円） 

器具
備品 

165 126 38 

  （注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

（注）     同左 

  (2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

  
  

１年内 16百万円

１年超 3百万円

合計 20百万円

１年内 11百万円

１年超 27百万円

合計 38百万円

  （注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

（注）     同左 

  (3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額 

  
  
支払リース料 23百万円

減価償却費相当額 23百万円

支払リース料 22百万円

減価償却費相当額 22百万円

  (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 

２．オペレーティング・リー

ス取引 

    

（借主側） 未経過リース料 未経過リース料 

  
  
１年内 0百万円

１年超 -百万円

合計 0百万円

１年内 1百万円

１年超 1百万円

合計 3百万円



（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

（税効果会計関係） 

  

  前事業年度（平成17年３月31日） 当事業年度（平成18年３月31日） 

  
貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額
（百万円） 

貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

関連会社株式 75 623 548 75 800 725

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  

繰延税金資産   

退職給付引当金 206百万円

貸倒引当金 273 

関係会社株式評価損 281 

その他 133 

繰延税金資産小計 895 

評価性引当額 △433 

繰延税金資産合計 461 

繰延税金負債   

 圧縮記帳積立金 △69 

  繰延税金負債合計 △69 

繰延税金資産の純額 391 

繰延税金資産   

退職給付引当金 233百万円

貸倒引当金 173 

関係会社株式評価損 103 

その他 189 

繰延税金資産小計 700 

評価性引当額 △290 

繰延税金資産合計 409 

繰延税金負債   

 圧縮記帳積立金 △65 

  繰延税金負債合計 △65 

繰延税金資産の純額 344 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差額の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差額の原

因となった主要な項目別の内訳 
  
  （％）

法定実効税率 40.69

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.41

一時差異に係る評価性引当額 2.25

その他 △1.34

税効果会計適用後の法人税等負担率 43.01

  （％）

法定実効税率    40.69

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目    1.37

一時差異に係る評価性引当額 △8.70

その他 △0.12

税効果会計適用後の法人税等負担率  33.24



（１株当たり情報） 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 119.46円

１株あたり当期純利益金額 56.92円

１株当たり純資産額 187.89円

１株あたり当期純利益金額 68.48円

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

当期純利益（百万円） 912

普通株主に帰属しない金額（百万円） -

普通株式に係る当期純利益（百万円） 912

期中平均株式数（千株） 16,036

当期純利益（百万円） 1,097 

普通株主に帰属しない金額（百万円） - 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,097 

期中平均株式数（千株） 16,034 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 財務諸表等規則第121条により記載を省略しております。 

  

  



【有形固定資産等明細表】 

 (注)無形固定資産の金額が資産総額の１%以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略してお

ります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産   

建物 3,447 25 21 3,451 2,393 92 1,057

構築物 114 － － 114 101 2 12

機械装置 51 7 0 57 44 3 13

車輌運搬具 107 5 － 113 100 3 12

器具備品 164 5 2 167 149 2 18

土地 2,506 － － 2,506 － － 2,506

有形固定資産計 6,391 44 25 6,410 2,789 104 3,620

無形固定資産   

ソフトウエア － － － 206 84 28 121

その他無形固定資産 － － － 14 0 0 13

無形固定資産計 － － － 220 85 28 135

長期前払費用 0 4 5 0 － － 0

繰延資産   

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は17,650株であります。 

２．当期減少額は、平成17年６月29日開催の定時株主総会決議の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、洗い替えによる戻入額であります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（百万円） 802 － － 802

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (16,050,000) － － (16,050,000)

普通株式 （百万円） 802 － － 802

計 （株） (16,050,000) － － (16,050,000)

計 （百万円） 802 － － 802

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金） （百万円） － － － －

計 （百万円） － － － －

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） － － － －

（任意積立金） 
圧縮記帳積立金（注）２ （百万円） 108 － 7 101 

計 （百万円） 108 － 7 101

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 674 47 58 214 448



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ．現金及び預金 

  

ｂ．受取手形 

(a）相手先別内訳 

  

(b）期日別内訳 

  

区分 金額（百万円）

現金 - 

預金の種類 

当座預金 1,358 

普通預金 331 

定期預金 392 

小計 2,082 

合計 2,082 

相手先 金額（百万円）

大木伸銅工業㈱ 739 

オー・ケー・ビー㈱ 543 

富士機鋼㈱ 540 

㈱ＡＳＡＢＡ 209 

㈱ムラコシ精工 104 

その他 770 

合計 2,907 

期日 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 計 

金額（百万円） 666 657 995 538 49 2,907



ｃ．売掛金 

(a）相手先別内訳 

  

(b）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等3,936百万円が含まれております。 

  

ｄ．商品及び未着商品 

  

相手先 金額（百万円）

住友金属工業㈱ 1,981 

三菱アルミニウム㈱ 1,963 

新日本製鐵㈱ 1,234 

ミャンマー建設省 690 

ＪＦＥスチール㈱ 666 

その他 7,960 

合計 14,498 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

17,471 95,486 98,459 14,498 87.2 61 

区分 商品（百万円） 未着商品（百万円） 合計（百万円） 

非鉄金属 1,097 262 1,359 

鉄鋼 3,095 3,487 6,582 

合計 4,192 3,749 7,941 



② 流動負債 

ａ．支払手形 

(a）相手先別内訳 

  

(b）期日別内訳 

  

ｂ．外貨支払手形 

(a）商品部門別内訳 

  

(b）期日別内訳 

  

ｃ．買掛金 

  

相手先 金額（百万円）

オー・ケー・ビー㈱ 433 

ＦＭバルブ工業㈱ 225 

古河電気工業㈱ 224 

㈱東国 205 

三菱マテリアル㈱ 205 

その他 1,157 

合計 2,451 

期日 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 計 

金額（百万円） 691 502 714 455 88 2,451

区分 金額（百万円）

非鉄金属 1,189 

鉄鋼 4,220 

合計 5,410 

期日 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 計 

金額（百万円） 2,873 720 1,320 258 236 5,410

相手先 金額（百万円）

三菱アルミニウム㈱ 1,148 

ジンクエクセル㈱ 638 

山陽特殊製鋼㈱ 433 

パンパシフィック・カッパー㈱ 426 

SCHWERMETALL HALBZEUGWERK GMBH 406 

その他 3,193 

合計 6,247 



ｄ．短期借入金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

相手先 金額（百万円）

㈱三菱東京UFJ銀行 5,000 

三菱UFJ信託銀行㈱ 2,925 

農林中央金庫 2,056 

㈱八十二銀行 1,818 

㈱秋田銀行 1,239 

その他 2,300 

合計 15,338 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
10,000株券、500株券及び
１単元未満の株式についてはその株数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日 

単元株式数 500株 

株式の名義書換  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき250円

単元未満株式の買取  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

買取手数料 
単元株式数あたりの株式の売買の委託に係る手数料相当額（約定代金の
1.150％、ただし、約定代金の1.150％に相当する額が、2,500円に満た
ない場合は2,500円）を買取未満株式数で按分した額 

公告掲載方法 
電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない場合は、
東京都において発行する日本経済新聞に掲載する方法により行う。 
登記アドレス http://kinsho-corp.com/ 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第86期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

(2）半期報告書 

 （第87期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月13日関東財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１７年６月２９日

金商株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 飯塚 昇   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 市東 康男  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている金

商株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

金商株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１８年６月２９日

金商株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 飯塚 昇   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 市東 康男  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている金

商株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

金商株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１７年６月２９日

金商株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 飯塚 昇   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 市東 康男  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている金

商株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第86期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、金商

株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１８年６月２９日

金商株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 飯塚 昇   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 市東 康男  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている金

商株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第87期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、金商

株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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